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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第24期
第２四半期
連結累計期間

第25期
第２四半期
連結累計期間

第24期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年12月31日

売上高 (千円) 8,386,512 8,145,714 16,629,012

経常利益 (千円) 545,683 208,357 746,798

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 293,816 106,581 395,970

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 242,223 106,269 342,950

純資産額 (千円) 5,208,189 5,363,513 5,434,375

総資産額 (千円) 11,664,547 11,480,615 12,423,478

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.64 6.61 24.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 18.63 6.61 24.85

自己資本比率 (％) 44.1 46.1 43.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 508,694 △365,070 881,191

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 743,616 851,292 △197,205

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △181,891 △176,377 △55,577

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,785,025 5,652,857 5,343,014
 

　

回次
第24期
第２四半期
連結会計期間

第25期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2023年４月１日
至　2023年６月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) 6.15 △0.44
 

(注)　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書の提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 
(1) 経営成績

当社グループは、親会社であるGMOインターネットグループのインターネット広告・メディアセグメントを構成する

連結企業集団として「すべての人にインターネット」という企業理念のもと、インターネット広告事業におけるナン

バーワンを目指し、事業を展開しております。

当社グループの事業領域であるインターネット広告市場につきましては、2022年度の広告費が３兆９百億円（前年

比+14.3％）と、マスコミ四媒体広告費を上回り、初めて３兆円を超える市場規模となりました。（株式会社電通調

べ）。これを裏付けるように、2022年には主なメディアの利用時間が減少する中、一般消費者におけるインターネッ

トの利用時間は唯一増加基調を継続しております。（総務省「令和３年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に

関する調査」より）。

このような流れを受け、市場ではマス広告のように、認知促進を目的として動画広告等を活用するなど、企業にお

ける広告活動のより多様な領域においてインターネット広告の活用が進んでおります。当社グループでは、今後も同

様の傾向が続くものと見込んでおり、本市場におけるさらなる取扱高の拡大と、市場トレンドに即した柔軟な戦略に

よる収益の最大化を企図し、事業活動を行っております。

 
当第２四半期連結累計期間においては、世界的な経済環境への不透明感が続き、我が国においても広告需要を抑制

する一因となりましたが、当社顧客においてはその影響に濃淡があり、取扱高（収益認識に関する会計基準の適用前

売上高）は当初の見込み通り、前年をやや上回る推移となりました。

一方で、第１四半期連結会計期間において、SMB向けの広告配信費用等を含む、需要増に対応した営業関連費用の一

時的な増加や、前年の人財投資による人員増などの費用増加が重なり、各段階利益においては前年を下回りました。

 
その結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は8,145百万円（前年同期比2.9％減）、営業利益は

78百万円（前年同期比85.0％減）、経常利益は208百万円（前年同期比61.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は106百万円（前年同期比63.7％減）となりました。

なお、当社では、2022年12月期より「収益認識に関する会計基準」を適用しておりますが、当社グループの事業規

模をより理解しやすく表現する方法として、IR資料においては、従来の計上基準に基づいた売上高を「取扱高」と表

記し、会計上の売上高と併わせ、下表のとおり記載をしております。
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　 ［連結業績］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
前第２四半期
連結累計期間
(2022年12月期)

当第２四半期
連結累計期間
(2023年12月期)

前年同期比

増減額 増減率（％）

取扱高 19,168 19,533 365 1.9

売上高 8,386 8,145 △240 △2.9

営業利益 522 78 △443 △85.0

経常利益 545 208 △337 △61.8

親会社株主に帰属する
四半期純利益

293 106 △187 △63.7
 

 
セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント業績については、セグメント間の調整などもあ

り、取扱高を表示することが難しいため、会計上の売上高のみを開示しております。

 
①エージェンシー事業

「エージェンシー事業」は、当社グループにおける広告主様との主要な接点として、広告商品の販売や提供する

広告の管理運用といった、広告主様への営業活動を主に担っております。

当第２四半期連結累計期間におきましては、対面経済の本格的な戻りへの期待感による広告需要増に加え、一部

業種の繁忙期にも重なったことから取引高が拡大しました。

一方で、主要顧客の一部で想定よりも取引高の拡大が進まなかったことに加え、当第1四半期連結会計期間に計上

した取引拡大に伴う営業関連費用の一時的な増加、前年の人財投資による人員増などが重なり、前年同期比で減益

となりました。

これらの結果、エージェンシー事業の売上高は5,361百万円（前年同期比3.4％増）、営業利益は253百万円（前年

同期比57.3％減）となりました。

 
②メディア・アドテク事業

「メディア・アドテク事業」は主に、当社グループにおけるアドテクノロジー商材・自社メディアの開発および

メディア様とのリレーション構築の要となっております。

当事業においては、自社開発のインターネットメディア「michill byＧＭＯ」に加え、業界最大級の接続先を誇

る「GMOSSP」や、アドネットワークサービス「AkaNe」や広告配信プラットフォーム「ReeMo」など、自社開発のア

ドテク商材からなる総合的なマーケティングプラットフォームを提供しております。

当第２四半期連結累計期間におきましては、メディア事業で運営する「michill byＧＭＯ」の広告収益が堅調に

推移する一方、 自社アドテク商材の広告単価の下落・媒体仕入枠の獲得競争による収益の伸び悩みといったマイナ

ス要素の回復が遅れ、売上高・営業利益ともに減少しました。

これらの結果、メディア・アドテク事業の売上高は2,813百万円（前年同期比13.0％減）、営業利益は234百万円

（前年同期比28.7％減）となりました。

EDINET提出書類

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社(E05123)

四半期報告書

 4/22



 

(2) 財政状態の分析

(資産)

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて942百万円減少し

11,480百万円となりました。これは、主に現金及び預金の減少550百万円、受取手形及び売掛金の減少348百万円、

繰延税金資産の減少43百万円によるものであります。

(負債)

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて872百万円減少し

6,117百万円となりました。これは、主に買掛金の減少421百万円、未払法人税等の減少130百万円、流動負債その他

の減少80百万円によるものであります。

(純資産)

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて70百万円減少し

5,363百万円となりました。これは、主に利益剰余金の減少94百万円（親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に

より106百万円の増加、配当金の支払いにより200百万円の減少等）、自己株式の減少28百万円によるものでありま

す。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における「現金及び現金同等物」(以下「資金」という。)の残高は、前連結会計年度

末に比べて309百万円増加し、5,652百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は、365百万円(前年同期は508百万円の増加)とな

りました。

　増加要因としては、主に売上債権の増減額381百万円、税金等調整前四半期純利益208百万円等によるものであり

ます。減少要因としては、主に仕入債務の増減額406百万円、法人税等の支払額234百万円等によるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は、851百万円(前年同期は743百万円の増加)とな

りました。

　増加要因としては、主に関係会社預け金の払戻による収入860百万円等によるものであります。減少要因としては

主に無形固定資産の取得による支出54百万円、投資有価証券の取得による支出41百万円等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、176百万円(前年同期は181百万円の減少)とな

りました。

　減少要因としては、主に配当金の支払額199百万円等によるものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,800,000

計 60,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2023年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,757,200 16,757,200
東京証券取引所
 スタンダード市場

単元株式数　100株

計 16,757,200 16,757,200 ― ―
 

　（注）提出日現在発行数には、2023年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

　　　　発行された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり、

行使されました。

 
第２四半期会計期間
（2023年4月1日から
　2023年6月30日まで

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等の数（個）

59

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数
（株）

5,900

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額
等（円）

397

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額
（千円）

2,342

当該四半期会計期間の末日における権利行使された
当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数
の累計（個）

3,697

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修
正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株
式数（株）

369,700

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修
正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行
使価額等（円）

429

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修
正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調
達額（千円）

158,686

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
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年月日 発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 16,757,200 ― 1,301,568 ― 2,056,344
 

 

(5) 【大株主の状況】

  2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

ＧＭＯアドホールディングス株
式会社

東京都渋谷区桜丘町26番１号 7,632,000 47.34

株式会社ネットアイアール
ディー

京都府京都市下京区中堂寺粟田町93番地
京都リサーチパークサイエンスセンタービル
４号館

2,316,000 14.37

ＧＭＯインターネットグループ
株式会社

東京都渋谷区桜丘町26番１号 1,557,200 9.66

株式会社　ＣＡＲＴＡ　ＨＯＬ
ＤＩＮＧＳ

東京都渋谷区道玄坂１丁目21-1
渋谷ソラスタ15階

400,200 2.48

藤島　満 和歌山県和歌山市 231,800 1.44

ＧＭＯアドパートナーズ役員持
株会

東京都渋谷区桜丘町26番１号 150,900 0.94

ＧＭＯアドパートナーズ従業員
持株会

東京都渋谷区桜丘町26番１号 141,900 0.88

松本　栄治 大阪府大阪市西成区 98,100 0.61

高野　慎一 神奈川県川崎市川崎区 79,700 0.49

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 63,300 0.39

計 ― 12,671,100 78.60
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式635,867株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

635,800

完全議決権株式(その他)
普通株式

161,184 ―
16,118,400

単元未満株式
普通株式

―  一単元（100株）未満の株式
3,000

発行済株式総数 16,757,200 ― ―

総株主の議決権 ― 161,184 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
GMOアドパートナーズ株式
会社

東京都渋谷区桜丘町26番
１号

635,800 ― 635,800 3.79

計 ― 635,800 ― 635,800 3.79
 

（注）当社は、単元未満自己株式67株を保有しております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年

６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年１月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,343,014 4,792,857

  受取手形及び売掛金 4,117,430 3,769,027

  棚卸資産 3,014 2,922

  関係会社預け金 860,000 860,000

  その他 214,847 217,168

  貸倒引当金 △35,078 △37,390

  流動資産合計 10,503,228 9,604,585

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 243,409 241,620

   工具、器具及び備品（純額） 58,788 61,627

   その他 ― 879

   有形固定資産合計 302,197 304,127

  無形固定資産   

   のれん 34,466 30,066

   ソフトウエア 264,305 260,053

   その他 45,774 40,882

   無形固定資産合計 344,546 331,002

  投資その他の資産   

   投資有価証券 683,879 697,151

   繰延税金資産 200,457 156,562

   その他 415,242 412,457

   貸倒引当金 △26,072 △25,272

   投資その他の資産合計 1,273,506 1,240,900

  固定資産合計 1,920,250 1,876,030

 資産合計 12,423,478 11,480,615
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 4,302,156 3,880,881

  未払金 502,076 438,014

  未払法人税等 160,525 29,704

  未払消費税等 135,819 46,907

  賞与引当金 148,669 107,835

  役員賞与引当金 42,946 ―

  ポイント引当金 51,350 50,220

  その他 1,208,506 1,128,141

  流動負債合計 6,552,049 5,681,706

 固定負債   

  繰延税金負債 17,908 17,555

  資産除去債務 148,184 148,433

  その他 270,960 269,406

  固定負債合計 437,053 435,395

 負債合計 6,989,103 6,117,102

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,301,568 1,301,568

  資本剰余金 2,148,803 2,149,494

  利益剰余金 2,064,267 1,970,223

  自己株式 △280,566 △252,278

  株主資本合計 5,234,073 5,169,007

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 131,142 129,082

  その他の包括利益累計額合計 131,142 129,082

 新株予約権 33,954 33,840

 非支配株主持分 35,205 31,581

 純資産合計 5,434,375 5,363,513

負債純資産合計 12,423,478 11,480,615
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 8,386,512 8,145,714

売上原価 4,801,874 4,703,309

売上総利益 3,584,637 3,442,404

販売費及び一般管理費 ※  3,062,178 ※  3,363,908

営業利益 522,459 78,496

営業外収益   

 受取利息 2,307 2,284

 受取配当金 7,344 5,400

 為替差益 515 37,180

 補助金収入 9,921 4,757

 投資事業組合運用益 ― 67,031

 持分法による投資利益 2,847 ―

 その他 4,229 14,344

 営業外収益合計 27,164 130,997

営業外費用   

 投資事業組合運用損 3,663 ―

 持分法による投資損失 ― 1,020

 その他 276 115

 営業外費用合計 3,940 1,136

経常利益 545,683 208,357

特別損失   

 減損損失 34,909 ―

 特別損失合計 34,909 ―

税金等調整前四半期純利益 510,774 208,357

法人税、住民税及び事業税 167,598 55,578

法人税等調整額 45,274 44,450

法人税等合計 212,873 100,028

四半期純利益 297,901 108,329

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,084 1,747

親会社株主に帰属する四半期純利益 293,816 106,581
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 297,901 108,329

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △55,678 △2,059

 その他の包括利益合計 △55,678 △2,059

四半期包括利益 242,223 106,269

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 238,138 104,521

 非支配株主に係る四半期包括利益 4,084 1,747
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 510,774 208,357

 減価償却費 70,645 70,564

 のれん償却額 4,399 4,399

 株式報酬費用 424 ―

 減損損失 34,909 ―

 受取利息及び受取配当金 △9,651 △7,684

 投資事業組合運用損益（△は益） 3,663 △67,031

 持分法による投資損益（△は益） △2,847 1,020

 補助金収入 △9,921 △4,757

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △666 1,511

 賞与引当金の増減額（△は減少） 10,092 △40,834

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △34,310 △42,946

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △1,991 △1,130

 売上債権の増減額（△は増加） △58,507 381,043

 仕入債務の増減額（△は減少） 148,275 △406,151

 預り保証金の増減額（△は減少） △17,495 △1,553

 その他 △86,647 △258,844

 小計 561,147 △164,034

 利息及び配当金の受取額 9,441 7,474

 補助金の受取額 9,921 4,757

 法人税等の還付額 53,699 21,700

 法人税等の支払額 △125,514 △234,969

 営業活動によるキャッシュ・フロー 508,694 △365,070

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △3,050 △6,308

 無形固定資産の取得による支出 △61,838 △54,353

 投資有価証券の取得による支出 △60,000 △41,300

 投資事業組合からの分配による収入 11,754 92,089

 関係会社預け金の払戻による収入 860,000 860,000

 敷金の差入による支出 △3,358 ―

 その他 110 1,163

 投資活動によるキャッシュ・フロー 743,616 851,292
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △171,145 △199,871

 非支配株主への配当金の支払額 △10,745 △5,371

 新株予約権の行使による収入 ― 28,865

 財務活動によるキャッシュ・フロー △181,891 △176,377

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,070,419 309,843

現金及び現金同等物の期首残高 4,714,605 5,343,014

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,785,025 ※  5,652,857
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(追加情報)

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行し

ております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務

対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第

42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

給料 1,263,669千円 1,290,645千円

賞与引当金繰入額 106,317 89,973
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

　であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

現金及び預金 4,925,025千円 4,792,857千円

関係会社預け金（注） 860,000千円 860,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,785,025 5,652,857
 

（注）GMOインターネットグループがグループ各社に提供するCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）

　　　への預け金であります。

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2022年１月１日　至　2022年６月30日)

　配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月19日
定時株主総会

普通株式 171,781 10.90 2021年12月31日 2022年３月22日 利益剰余金
 

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年６月30日)

　配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月23日
定時株主総会

普通株式 200,625 12.50 2022年12月31日 2023年３月24日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2022年１月１日　至　2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

エージェンシー
事業

メディア・
アドテク事業

計

売上高      

自社企画サービス 3,935,729 3,072,718 7,008,448 ― 7,008,448

代理提供サービス 1,240,125 137,938 1,378,063 ― 1,378,063

顧客との契約から生じる収益 5,175,855 3,210,656 8,386,512 ― 8,386,512

外部顧客への売上高 5,175,855 3,210,656 8,386,512 ― 8,386,512

セグメント間の内部売上高
又は振替高

7,025 23,800 30,826 △30,826 ―

計 5,182,881 3,234,457 8,417,338 △30,826 8,386,512

セグメント利益 594,043 328,488 922,531 △400,072 522,459
 

(注１)　セグメント利益の調整額△400,072千円はセグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

(注２)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「メディア・アドテク事業」セグメントにおいて、一部サービスの収益性低下により当初想定していた収益が

見込めなくなったため、当第２四半期連結累計期間において34,909千円を減損損失として特別損失に計上してお

ります。

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報
     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

エージェンシー
事業

メディア・
アドテク事業

計

売上高      

自社企画サービス 4,203,535 2,645,067 6,848,603 ― 6,848,603

代理提供サービス 1,154,965 142,145 1,297,111 ― 1,297,111

顧客との契約から生じる収益 5,358,501 2,787,212 8,145,714 ― 8,145,714

外部顧客への売上高 5,358,501 2,787,212 8,145,714 ― 8,145,714

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,120 25,902 29,023 △29,023 ―

計 5,361,622 2,813,115 8,174,737 △29,023 8,145,714

セグメント利益 253,924 234,356 488,280 △409,784 78,496
 

(注１)　セグメント利益の調整額△409,784千円はセグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

(注２)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
至　2023年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 18円64銭 ６円61銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 293,816 106,581

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

293,816 106,581

普通株式の期中平均株式数(株) 15,759,733 16,103,605

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18円63銭 ６円61銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 9,249 14,700

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年８月８日

ＧＭＯアドパートナーズ株式会社

取締役会　御中
 

　

EY新日本有限責任監査法人

　　 東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林 　一 樹  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南 山 智 昭  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧＭＯアド

パートナーズ株式会社の2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年

４月１日から2023年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯアドパートナーズ株式会社及び連結子会社の2023年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

　　ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

　　して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

　　が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般

　　に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

　　が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半
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　　期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

　　四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

　　表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

　　が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

　　の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四

　　半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

　　していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

　　る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

　　は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

 
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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